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令
和
４
年
度
の
決
算
が
９
月
定
例
議
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
令
和
４
年
度
に

お
い
て
も
、
財
源
の
効
率
的
な
運
用
と
堅
実
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
し
た
。

７6億9,470万1千円

町税
２7億342万4千円
（３5.2%）

繰越金
6億3,012万円（8.2%）

繰入金
2億8,753万4千円（3.7%）

諸収入
１億２，127万2千円（１.６%）

国庫支出金
9億１，371万９千円
（１1.9%）

県支出金
4億3,728万9千円（５.7%）

１年間で負担する町税を
　　　町民１人あたりに換算
　 ※令和４年度末人口：18,505人

町税総額

　　　146,091円/人

11,574

48,879

75,180

7,157

3,299

は
、
76
億
９
４
７
０
万
１
千
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
１
億
３

６
３
２
万
１
千
円
の
減
少
（
△
１
・
７
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

自
主
財
源
の
主
な
ウ
エ
イ
ト
を
占
め
る
町
税（
構
成
比
35・２
％
）

が
、
27
億
３
４
２
万
４
千
円
で
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
約
３
０
０
万
円
増
加
し

ま
し
た
。
こ
れ
は
法
人
住
民
税
に
お
い
て
約
１
２
０
０
万
円
の
減
少
が
あ
る
も
の

の
、
固
定
資
産
税
の
家
屋
に
お
い
て
約
２
３
０
０
万
円
増
加
し
た
こ
と
が
主
な
要

因
で
す
。

　

依
存
財
源
で
は
、
国
庫
支
出
金
が
、
９
億
１
３
７
１
万
９
千
円
で
前
年
度
と
比

較
す
る
と
、
約
３
億
円
減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
令
和
３
年
度
に
コ
ロ
ナ
禍
に

お
け
る
子
育
て
世
帯
へ
の
支
援
と
し
て
18
歳
ま
で
の
子
ど
も
１
人
に
つ
き
10
万
円

を
支
給
し
た
、
子
育
て
世
帯
等
臨
時
特
別
支
援
事
業
２
億
６
８
３
７
万
７
千
円
等

の
給
付
金
支
給
事
業
が
終
了
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

　

な
お
、
自
治
体
に
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
は
、
16
億
２
８
０
万
７
千
円
で
前

年
度
と
比
較
す
る
と
約
４
０
０
０
万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

令和４年度

神
戸
町
の
決
算

分担金及び負担金 
２，214万円（０.３%）

使用料及び手数料
９，831万6千円（１.3%）

寄附金・財産収入
１億4,544万3千円（１.8%）

自主
財源

依存
財源

地方譲与税ほか
1億9,913万4千円（2.6%）

地方交付税
１6億280万7千円（２０.8%）

地方消費税交付金
４億5,510万3千円（５.9%）

町債　7,840万円（1.０%）

町税の内訳
固定資産税
　　　１３億9,122万1千円（５１.４％）
　うち土地　　 ３億９，454万8千円
　うち家屋　　 ５億4,127万5千円
　うち償却資産 ４億5,538万９千円
　うち交付金　 　　　　　 ９千円
個人町民税
　　　 ９億　451万７千円（３３.5％）
法人町民税
　　 　２億1,418万1千円（ 7 .9％）
町たばこ税
　　 　１億3,245万　　円（ ４ .9％）
軽自動車税
　　　   　6,105万5千円（ ２ .3％）

（前年度比△１億3,632万1千円）

学校ICT教育環境整備事業
［4,900万円：教育費］

コンビニ交付サービス事業
［2,394万円：総務費］

土地・家屋・
償却資産に
対してかかる税

原動機付自転車・
軽自動車などに
かかる税

たばこの消費に
対してかかる税

法人の収益に
対してかかる税

個人の前年の
所得に対して
かかる税
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１年間で使われたお金を
　　町民１人あたりに換算
　※令和４年度末人口：18,505人

目的別歳出総額　

　　400，211円/人

下水管布設工事
［７億5,132万８千円：公共下水道特別会計］

７4億589万7千円

公債費
５億1,073万円
（6.9％）

議会費
７，305万円
　　　（１.0％）

民生費
２6億299万４千円
（３5.2%）

民生費
２6億299万４千円
（３5.2%）

総務費
１５億8,799万1千円
（２１.4%）

総務費
１５億8,799万1千円
（２１.4%）

衛生費
６億8,519万1千円（9.3％）

労働費4万8千円
（０.０%）

農林水産業費
1億598万7千円（１.４％）

商工費
6,624万7千円
（0.9%）

土木費
7億8,493万円
（10.6%）

消防費
２億７，０02万1千円（３.6%）

教育費
7億1,870万8千円
（９.7%）

は
、
74
億
５
８
９
万
７
千
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
２
億
４
９

９
万
５
千
円
の
増
加
（
２
・
８
％
）
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

民
生
費
が
減
少
し
た
も
の
の
、
土
木
費
、
教
育
費
等
が
増
加
し
た

こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

　

総
務
費
は
15
億
８
７
９
９
万
１
千
円
で
、
全
年
度
と
比
較
す
る
と
約
５
５
０
０

万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
返
礼
品
及
び
配
送
料
６

４
２
４
万
３
千
円
、
住
民
票
等
コ
ン
ビ
ニ
交
付
サ
ー
ビ
ス
事
業
２
３
９
４
万
円
に

よ
る
増
加
が
主
な
要
因
で
す
。

　

衛
生
費
は
６
億
８
５
１
９
万
１
千
円
で
、
前
年
度
と
比
較
す
る
と
約
５
６
０
０

万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
や
す
ら
ぎ
苑
屋
上
防
水
改
修
事
業
３
６

３
０
万
円
に
よ
る
増
加
が
主
な
要
因
で
す
。

　

土
木
費
は
７
億
８
４
９
３
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
す
る
と
約
１
億
８
０
０
０

万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
丈
六
道
神
戸
８
号
線
舗
装
修
繕
工
事
３

６
６
２
万
６
千
円
、
ほ
か
道
路
新
設
改
良
工
事
費
の
増
加
と
西
座
倉
土
地
区
画
整

理
組
合
補
助
金
４
０
０
０
万
円
に
よ
る
増
加
が
主
な
要
因
で
す
。

　

教
育
費
は
７
億
１
８
７
０
万
８
千
円
で
前
年
度
と
比
較
す
る
と
約
５
８
０
０
万

円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
南
平
野
小
学
校
北
舎
外
壁
改
修
工
事
１
９

８
０
万
円
、
下
宮
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
改
修
工
事
２
７
４
２
万
６
千
円
に
よ
る
増
加
が

主
な
要
因
で
す
。

　

ま
た
、
全
体
の
40
・
１
％
を
占
め
る
義
務
的
な
経
費
（
人
件
費
・
扶
助
費
・
公

債
費
）
は
前
年
度
に
比
べ
て
減
少
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
ら
義
務
的
経
費
の
比
率

が
低
い
ほ
ど
財
政
構
造
の
弾
力
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
こ

れ
ら
の
経
費
の
抑
制
に
引
き
続
き
努
力
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

特
別
会
計
・
企
業
会
計

☆国民健康保険特別会計
　　歳入　　２１億７,２１９万　　円
　　歳出　　２１億３,３６９万５千円
☆後期高齢者医療特別会計
　　歳入　　　３億３,３７９万９千円
　　歳出　　　３億２,３６３万１千円
☆障がい福祉サービス事業特別会計
　　歳入　　　　　５,８０３万５千円
　　歳出　　　　　５,４４７万５千円
☆公共下水道事業特別会計
　　歳入　　１２億５,０５８万２千円
　　歳出　　１２億２,３８１万６千円
☆学校給食事業特別会計
　　歳入　　　１億１,４１５万５千円
　　歳出　　　１億１,３４０万１千円
☆水道事業会計
　　歳入　　　１億９,２８９万４千円
　　歳出　　　１億７,３６４万　　円 （前年度比２億499万5千円）

新生児お祝い事業
［1,030万3千円：民生費］

140,664

高齢者・障がい者
など福祉の増進に
使うお金

38,839

教育・文化・スポ
ーツの充実に使
うお金

85,814

役場の運営管理、
選挙、広報などに
使うお金

37,027

ごみの処理、保健
衛生などに使う
お金

5,727

農業の振興に
使うお金

35,130

議会費、商工費、
公債費など

14,592

消防、防災に
使うお金

42,417

道路・公園など
の建設や管理
に使うお金


